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○ 資源管理基本方針の一部を改正する告示（案）への提出意見及び意見考慮結果・理由等  

 

 

番

号 

御意見の概要 

 

検討結果 

１ 

法人についての記載を行う

場合は、法人番号についての記

載も行う方が適切と考える。 

そのようにすれば、複数の行

政機関が関わる事務処理の場

合においても一意な形での対

象の法人の把握が行え、また他

の事務処理においても有用と

思われるからである。 

御意見の中で言及されている「法人についての記載」の具体的な内容が

必ずしも明らかではございませんが、本意見募集のうち、 

変更事項１：「別紙２－４ さんま」における北太平洋さんま漁業での

漁獲割当てによる管理の導入等について 

の中で言及している「漁獲割当割合の申請」に係る具体的な申請の手続に

ついては、漁業法施行規則（令和２年農林水産省令第 47 号）第３条におい

て定められています。 

なお、法人番号を報告させることについては、現時点では予定しており

ませんが、今後の検討課題とさせていただきます。 

 


